
〔最終集計̶2021年1月15日〕
（表１）県内企業の2020年冬季賞与・一時金支給結果［単純平均］

（社）
業　　　　種

業　　　　　　種

食 料 品 ・ 飲 料
繊 維
木 材・パルプ・紙
印 刷
化 学
プラスチック・ゴム
鉄 鋼・非 鉄 金 属
金 属 製 品
汎用・生産機械器具
電子・電気機械器具
輸送用機械器具
そ の 他 製 造 業
建 設
電 気 ・ ガ ス
情 報 通 信
運 輸
卸 ・ 小 売
金 融 ・ 保 険
宿泊・飲食・生活関連
学術・専門・技術サービス
教 育・医療・福祉
サービス・その他非製造業

総 平 均

製 造 業 平 均

非 製 造 業 平 均

総 平 均

製 造 業 平 均

非 製 造 業 平 均

（一社）富山県経営者協会

〔最終集計̶2020年12月22日〕
（表２）全国大手企業の2020年年末賞与妥結結果［単純平均］

（社） （円）

2019年 年末2020年 年末

（一社）日本経済団体連合会

社数 妥結額 （社） （円）社数 妥結額
前年同期比

前年同期比

（％）

（注）

（注）①調査対象478社のうち、集計可能な回答のあった183社の数値である。
②「2019年冬季支給額」は、今回「2020年冬季支給額」の回答があった企業の数値である。
③平均欄の上段は一社当たりの単純平均、下段の（  ）内は一人当たりの加重平均である。

支給額
2019年 冬季社数

支給額　　　
2020年 冬季

①調査対象は、原則として東証一部上場、従業員500人以上、主要21業種大手257社
②「2019年年末」の数値は昨年の本調査の最終集計結果である。
③「平均」欄の上段は一社当たりの単純平均、下段の（  ）内は一人当たりの加重平均である。
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130

34

150
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323,702 
360,864 
410,905 
334,499 
694,973 
476,595 
607,667 
372,375 
301,651 
575,765 
496,188 
408,352 
613,464 
603,421 
518,548 
275,365 
393,986 
596,448 
158,501 
513,397 
646,225 
377,236 

469,079
（515,258）
470,461

（479,256）
467,682

（565,106）

518,054
（580,038）
522,857

（581,985）
513,198

（577,480）

468,474 
372,008 
418,845 
331,256 
713,458 
486,414 
603,667 
398,247 
480,460 
559,136 
536,101 
566,794 
621,117 
558,422 
561,000 
368,307 
504,371 
588,613 
147,687 
529,329 
697,833 
397,790 

  △9.45
（△11.17）
△10.02

（△17.65）
  △8.87
  （△2.14）

△30.90
△3.00
△1.90
0.98

△2.59
△2.02
0.66

△6.50
△37.22
2.97

△7.45
△27.95
△1.23
8.06

△7.57
△25.23
△21.89
1.33
7.32

△3.01
△7.40
△5.17

767,031
（865,621）
750,621

（864,862）
829,774

（868,431）

 △7.65
 （△9.02）
 △6.38
 （△7.48）
△10.33

（△12.94）

調査報告調査報告
2020年冬季賞与支給結果〈最終集計〉

2. 全国大手

1. 県内

164社単純平均767,031円、
　　　　  前年比マイナス7.65％

　富山経協は１月15日、「2020年冬季賞与・
一時金支給結果（単純平均・最終集計）」を
まとめた。集計可能な183社の支給額平均は
469,079円で、今回回答のあった企業の前年同
期の支給額平均（518,054円）と比べると、金
額で48,975円、率で9.45％減少と、４年ぶりに
減少となった。新型コロナウイルスによる業
績悪化が原因とみられ、全22業種のうち16業
種が減少した。
　業種別では、製造業は前年同期比10.02％減
少の470,461円、非製造業は同8.87％減少の
467,682円となった。
　製造業では12業種中９業種で減少し、汎
用・生産機械器具が37.22％、食料品・飲料が
30.90%、その他製造業が27.95%減少となった
反面、電子・電気機械器具は2.97%の増加とな
った。
　非製造業では10業種中７業種で減少し、運
輸が25.23％、卸・小売が21.89%減少となった
反面、電気・ガスが8.06%増加となった。

　日本経団連が12月22日に取りまとめた
「2020年年末賞与・一時金　大手企業妥結結
果（単純平均・最終集計）」によると、調査
対象の全国大手企業（主要21業種、大手257
社）のうち、集計可能な164社の妥結額平均は
767,031円で、前年同期の最終妥結実績（150社、
830,608円）と比べると、63,577円（7.65％）の
減少となった。
　業種別では、製造業は前年同期比6.38％減少
の750,621円、非製造業は同10.33％減少の
829,774円となった。（表２）

183社単純平均469,079円
前年比マイナス9.45％、４年ぶり減少

（表1）

830,608
（951,411）
801,767

（934,825）
925,374

（997,534）

（％） （円）  （円）


